



























































































































































義（bureaucratic）、 参 加 型 積 極 的 包 摂 戦 略

























































福 祉 事 務 所 と は、 社 会 福 祉 法（1951 年 成 立、





















































































1949 年 11 月 29 日「社会福祉行政に関する六項
目」と呼ばれる口頭指示があった（小山 1951 ＝








































65 につき 1 名、市町村の設置する事務所にあっ
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1 ） 本研究は JSPS 科研費 16K17276、JSPS 科研費
25285169 の助成を受け、社会政策学会第 132 回

































の計 809 ヶ所であり、郡部福祉事務所が約 6 割と
過半数を超えている。現在は、図 1 にあるように
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